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Abstract

Local governments that makes a plan of a resident evacuation in a nuclear plant disaster 

are now confused by the difference of its implementation pattern from the pattern of 

the implementation in a flood disaster. Because the pattern in a nuclear plant disaster is 

required to be based on the national government oriented devices in comparison to the 

local government oriented devices in a flood disaster. In order to avoid the confusion, a local 

government should be looking for a suitable device to combine the implementation pattern in 

a nuclear plant disaster with the implementation pattern in a flood disaster. It is discussed 

in this study by analyzing the four cities’ resident evacuation policy in the northern part of 

the Kyoto Prefecture that the policy implementation of a residents’ evacuation in their selves 

suggested by a local government may have the possibility to reduce the confusion in its 

implementation pattern.
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1．はじめに

日本は常に、風水害、地震・津波、火山、雪害などの自然災害にさらされている。そのよう

な日本では、中央政府と地方政府の災害政策が、新たに生じた問題への対応を通じて変化しな

がら進展している。私は、その日本の特徴を適応型改良主義と呼び、政策実施における行政機

構の作動様式1 が、行政進展による政策発展を支えているのではないかと考えて、これまで共

同研究を通じて研究を積み重ねてきた2。しかし、対応の変化の過程において地方政府に戸惑

いが生じる場合があり、その作動様式への影響を検討する必要が生じた。それが本研究の動機

である。例えば、洪水災害への対応において、地方政府のやり方が定着しているところに、原

発災害への対応策として異なるやり方が必要になった時、地方政府の作動様式に混乱が生じる

ことがある。ここでの作動様式とは、行政の政策実施において「何を」「どのように」やるか

に関しての行政機構の定着した行動パターンを指している3。中央地方関係における日本の行

政の作動様式の特徴は、国が政策大綱やガイドラインで「どのように」実施するかを示して、

それに沿って地方が「何を」実施するかを決める作動様式が、一般には定着していると言える4。

このような日本の特徴は、洪水政策の国際比較分析からも知ることができる5。政策や施策の

種類によって異なる作動様式も当然にあり得るが、似かよったものでの異なる作動様式が求め

られる事態になれば、政策実施の現場で戸惑いと混乱が生じる。

本研究で事例として取り上げる原発災害住民避難施策では、洪水災害住民避難施策において

日本の作動様式の特徴に沿って地方独自の「工夫」がされているのとは異なる行動の仕方が、

現時点では、地方政府に求められる状況にあると思われる6。そこでの戸惑いと混乱を抱えな

がら地方政府が原発災害住民避難施策を実施するなら、災害対応での地域防災力強化の重要性

が求められる今日において、地方政府の積極的な工夫により、原発災害住民避難施策を効果的

に実施できるかが危ぶまれる7。そこで本研究の目的は、原発災害住民避難施策を地方政府が

戸惑いなく積極的に実施して、地域防災力を上げる工夫の可能性を模索することである。その

ための研究の基本疑問は、洪水災害での住民避難施策と原発災害での住民避難施策で地方政府

の作動様式に齟齬が生じることなく、共通点のある施策において、戸惑いを感ぜずに実施でき

る行動の仕方がどこに求められるかである。それらの研究目的や基本疑問についての本研究の

結論として、災害での避難の類型の中の「自主避難の呼びかけ」に、従来からの作動様式のも

とで、戸惑いなく地方政府が自らの工夫を生かせる可能性があることを示す。中央政府が主導

的に「何を」と「どのように」の両者を示す原発災害住民避難の政策・施策展開の中での地方

政府の追随的な作動様式と、地域防災力強化への「自主避難の呼びかけ」の実施で地方政府が「何

を」やるかを自主的に決める作動様式が齟齬なく共存することで、地方政府が戸惑うことなく

効果的な施策展開を行えることを示唆する。

以下では、1 のはじめに続き、まず 2 では、日本の災害対応政策の特徴である適応型改良主

義を概観し、加えて、「公助の限界」への認識から地域防災力強化を注視する日本の防災政策

の状況を概観する。次の 3 では、洪水災害での住民避難施策と原発災害での住民避難施策にお
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いて、地域防災力強化につながる地方政府の工夫の現状を、京都府北部の 4 市について例示す

るとともに、そこでの地方政府の作動様式に戸惑いと混乱が見られることを指摘する。ここで

取り上げる綾部市、福知山市、舞鶴市、宮津市は、福井県の高浜原発の避難指定地域を含むと

同時に、由良川の洪水流域を含んでいる。さらに 4 では、洪水災害と原発災害での住民避難政

策で齟齬がおこる可能性のある作動様式を、「自主避難の呼びかけ」での地方政府の自主的な

工夫を通じて、地方政府が戸惑いなく災害住民避難施策を展開できる方向を示唆する8。最後

の 5 のおわりにでは、本研究で示した日本の災害対応政策の現状ついての知見と地方政府の作

動様式の今後に向けての示唆から、地方政府に今まで定着してきた地方政府が「何を」実施す

るかの作動様式での効果的な施策展開を、中央政府の主導的な政策展開の原発災害住民避難施

策においても継続することが望まれることを改めて強調する。

2．日本の災害対応政策での作動様式と地域防災力強化の状況

ここでは、日本の災害対応政策の特徴である適応型改良主義の作動様式を概説し、日本の災

害対応では、国が「どのように」実施するかを示すもとで地方政府が「何を」実施するかを決

める作動様式が定着していることを明らかにする。加えて、そのような最近の日本の防災政策

が、「公助の限界」への認識から地域防災力強化を注視する状況にあることを概観する。それ

らが、以下の「3　住民避難施策における地方政府の施策展開の工夫での作動様式の混乱」の

分析結果と、「4　原発災害での地方政府の作動様式の混乱への活路としての自主避難の呼びか

け」の今後の政策展開への示唆の議論の前提となる。

2．1．災害対応での定着した中央政府と地方政府の作動様式

日本は、大きな災害を経験するごとに、その教訓を生かして更なる災害対応政策を展開して

きた。内閣府の平成 28 年度防災白書もその政策展開の特徴を明確に示唆し9、新たな取組を示

す「防災 4.0」未来構想プロジェクトを立ち上げた。そこでは、地球温暖化に伴う気候変動に

より激甚化する災害に対し、企業や国民一人一人にとって真に必要な防災対策は何かが問われ、

災害リスクと向き合う国民運動へと展開と社会全体の意識改革を推進しようとする。それは、

今までの災害に対する取組は、行政が主体で対応することが大前提であったことへの見直しで

ある。東日本大震災で明らかになったように災害発生時における「公助」には限界があり10、

国民や企業などが災害リスクに主体的に向き合う取組が必要になってきたことが一つの要因で

もある。

日本の防災対応の展開への歩みは、大災害を踏まえて進められた。その大きな転換点となっ

たのが、1959 年の伊勢湾台風、1995 年の阪神・淡路大震災、そして 2011 年の東日本大震災で

ある。「防災 4.0」未来構想プロジェクトは、これらの 3 つをそれぞれ「防災 1.0」「防災 2.0」「防

災 3.0」と捉え、そこで得られた教訓などを積み重ねて更なる防災対応の災害対応策の政策展

開へと結びつけた。それを示すのが、図 1 である。
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1959 年の伊勢湾台風の災害から、今まで防災に関する統一的な制度や体制が不在であった

ことを踏まえ、災害対応の基盤となる災害対策基本法を制定した。また、防災基本計画や防災

に関する重要事項の審議を行うなどの防災に関する組織である中央防災会議を設置した。それ

らによって災害対応への根幹となる制度と体制の整備を行った。1995 年の阪神・淡路大震災

では、危機管理体制が問われ、それによって政府の初期体制の整備がさらに進むようになる。

また、都市型災害による大規模震災の被害から建築物の耐震改修促進法の制定11 や被災者生活

再建支援法の制定12 などが行われるようになった。加えて、全国各地から駆けつけたボランティ

アの活発な支援を活かすために、自主防災組織やボランティアによる防災活動の環境整備等13

の「自助」と「共助」の取組が災害対策基本法にも位置付けられるようになった。2011 年の

東日本大震災からは、巨大な地震と津波が同時に発生し、局地的ではなく広域的な被害および

自然災害と原子力事故災害の複合的な災害への対応が災害対応の政策展開において主な課題に

なった。その結果、防災の基本理念として新たに「減災」が加わり、大規模地震の被害想定や

対策の見直し、想定し得る最大規模の地震・津波や洪水等への減災対策、原子力規制委員会の

設置等の原子力政策の見直しなどが行われた。そこから災害に関する様々な法規の改正が進め

られた。

戦後の大きな災害 災害の教訓を踏まえた防災政策の歩み

防災1.0 防災に関する統一的な制度・体制の不在
1956年　伊勢湾台風 　　　　　災害対策基本法の制定

　　　　　中央防災会議の設置
　　　　　防災に関する総合かつ長期的な防災基本計画の作成

防災2.0 政府の危機管理体制の不備、初動対応における課題
1995年　阪神・淡路大震災

　　　　　官邸における緊急参集チーム設置など政府の初動体制の整備

耐震化が不十分な建築物の倒壊等による多数の被害
生活再建等を行えない被災者が多数存在

　　　　　建築物の耐震改修促進法の制定（平成７年）
　　　　　被災者生活再建支援法の制定（平成10年）

防災3.0 最大クラスを想定した災害への備え不十分
2011年　東日本大震災
［わが国の観測史上最大の地
震、 大津波の発生による甚大か
つ広域的な被害］

　　　　大規模地震の被害想定・対策の見直し、「減災」の考え方を防災
の基本理念として位置付け、想定しうる最大規模の洪水等への
対策（水防法改正）
自然災害と原子力災害の複合災害への想定が不十分

　　　　　原子力規制委員会発足など原子力政策の見直し（平成24年）

防災4.0

地球温暖化に伴う気候変動がも
たらす災害の激甚化

［大規模な台風による多数の人
的・物的被害］

多様な主体が参画する契機づくりとなり、国民の 一人一人が防災を「自
分ごと」ととらえ、自律的に災害に備える社会に向けた新たな防災の
フェー ズ（「防災４ ０」）へ

〔住宅の倒壊やライフラインの寸
断、交通システムの麻痺、 多数
の被災者の発生など都市型災害
による甚大な被害］

表１：日本の防災対応の展開への歩み　

出所）内閣府（2016）『防災白書』21 頁より筆者修正。
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そこで見られる日本の災害対応策の特徴は、災害の経験を活かしながら、対策が適応できる

ように以前の内容をさらに前進させて対応していく適応型改良主義であると言える。それを筆

者は、日本、韓国、タイにおける災害対応の比較分析によって指摘している14。その適応型改

良主義は災害対応策における中央政府と地方政府の作動様式が交差することで、防災対応の更

なる政策展開への行政進展とつながっている。そこには中央政府と地方政府それぞれの作動様

式が見られる15。災害への対応は、国を上位機関とし、地方を下位機関とする一連の規則から

成る政策法令体系のもとにある。その政策法令体系の枠で、すでに述べたように、過去の災害

の経験を活かし、政策理念の変化によって政策発展につなげている。そこでの中央政府は政策

の具体的方向を、地方政府は具体的内容を展開することが定着している。それに関する作動様

式は、中央政府は災害対応策における政策理念・目的を変化させたガイドラインの提示によっ

て政策実施に向けての施策方法を示す。つまり「どのように」実施するかを決める作動様式で

ある。他方、地方政府は施策内容、つまり「何を」実施するかの対象を決める作動様式である。

今までの洪水災害の日本での住民避難施策でもこれらの作動様式が見られる。

2．2．地域防災力の状況

災害対応の日本の公共政策は、頻発する自然災害によって見直された。その典型が見られる

のは、伊勢湾台風を契機に災害対策の一本化のため、1961 年に制定された災害対策基本法で

ある。地震、津波、自然災害による原発災害が複合的に発生した東日本大震災によって、以前

にも増して災害対策基本法が改正された。その中でも 2013 年の第 2 条 2 は、防災への取組の

強化を目指すための基本理念を明確に変化させている。そこでは 6 つの事項を掲げ、災害対策

の基本理念とする。その内容は、「災害が発生した場合における被害の最小化及びその迅速な

回復を図る」「地域における多様な主体が自発的に行う防災活動を促進する」「過去の災害から

得られた教訓を踏まえて絶えず改善を図る」「人の生命及び身体を最も優先して保護する」「被

災者の事情を踏まえて、その時期に応じて適切に被災者を援護する」「速やかに、施設の復旧

及び被災者の援護を図り、災害からの復興を図る」である16。そこには多様な主体の参画への

自助・共助・公助の概念が含まれている。

それらを踏まえた災害対応の展開は、平成 26 年度防災白書での特集「共助による地域防災

力の強化」として表れた。地域防災力は、以前から防災政策上で重要な課題として認識され、

その捉え方などの先行研究もある17。それをどのように評価するかも内閣府で議論されてき

た18。東日本大震災によって明らかになったのは「公助の限界」であり、特に共助に焦点が当

てて地域防災力強化の方向が検討されるようになった。大規模な広域災害時に被害を少なくす

るためには、地域コミュニティにおける自助・共助による「ソフトパワー」が重要になってきた。

それは人々の意識にも表れており、図 1 が示すように内閣府が実施した「防災に関する世論調

査」19 でも、防災政策に関して「公助に重点を置くべき」であることが減って、「公助、自助、

共助のバランスが取れた対応をすべき」という回答が大幅に増加していることが分かる。それ

は地域防災力強化の推進への土壌がある程度できていることを示している。
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地域防災力強化の向上は、地域コミュニティの活性化と関係が深くなっている。そこで地域

コミュニティと行政の連携によって、自発的な地区防災計画の普及などが考えられている。自

主防災組織の活動が注目され、その活動を促すことに行政は一段と力を入れ、その結果、図 2

が示すように自主防災組織の数や活動が年々増加していることにもつながっている。

地域防災力強化の今後の方向では、地域コミュニティにおける自助・共助による「ソフトパ

ワー」を効果的に活用することが不可欠である。特に、住民避難、救助活動、避難誘導、避難

所運営等での活用が重要になってくる。また、災害からの復興に当たっても、地域住民一人ひ

とりや地域コミュニティ全体が主体的にかかわることが「よりよい復興」へとつながることも

議論され、地域における自律性を促進するための地方政府の工夫が期待される。

図１：防災政策における公助・自助・共助への国民の意識
出所）内閣府（2014）『防災白書』13 頁引用。

図２：自主防災組織の推移
出所）内閣府（2014）『防災白書』16 頁引用。
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3．住民避難施策における地方政府の施策展開の工夫での作動様式の混乱

ここでは、洪水災害への対応において、地方政府のやり方が定着しているところに、原発災

害への対応策として異なるやり方が必要となり、災害での住民避難の似かよった施策で異なる

作動様式が求められる事態が、地方政府の政策実施の現場で戸惑いと混乱をもたらしているこ

とを指摘する。具体的には、まず、京都府北部の綾部市、福知山市、舞鶴市、宮津市における

洪水災害住民避難での地域防災力強化の工夫がどのようであるかを示し、次に、洪水災害と原

発災害での住民避難施策の展開における 4 市の工夫を比較して、地方政府での作動様式の従来

からの齟齬がどのように生じつつあるかを明らかにする。

3．1．京都府北部 4市における洪水災害住民避難での地域防災力強化の工夫

すでに指摘したように、住民避難施策においても地域防災力を強化することが目的の基礎に

ある。そこでの日本の災害対応策は、災害の経験を活かし減災への目的の変化に適用できるよ

うに、内容をさらに前進させる適応型改良主義である。洪水災害におけるその目的は、台風や

豪雨などの水害を受けて、堤防によるハードの防災の限界への認識から地域防災力によるソフ

トの防災をも重視することへと変化した。そこで中央政府は災害対応策における政策理念・目

的を変化させたガイドラインの提示によって、減災への政策実施に向けての施策方法を示す「ど

のように」実施するかを決める作動様式をとった。

一方、地方政府は政策実施の背景にある執行組織と地域特性の社会環境を考慮しながら、「何

を」実施するかで工夫を行う。しかし、地方政府の工夫のあり方は一律ではなく、それぞれの

特徴が表われる。由良川流域の 4 市の実施の工夫を 2016 年 8 月のヒアリングと関連資料の整

理でまとめた20 表 2 では、中央政府は洪水対応の政策実施に向けた大綱やガイドラインを提示

する。そこでは中央政府の「どのように」実施するかの施策方法を示す作動様式が見られ、地

方政府が「何を」実施するかの具体的な施策内容を決める作動様式が見られる。しかし、それ

ぞれの地方政府が抱えている実施背景は異なる。

表２：地域防災力の視点からの洪水災害における 4市の防災施策の実施の工夫

洪 水 被 害 の あ
る 京 都 府 北 部
由 良 川 流 域 市

施策実施の執行組織 各市の地域特性 実施の工夫
地域防災力強化のため
に「何を」実施するか

組織形態 府・国交省
連携

浸水区域 人口構成 集落分布

綾部市 総務課 府・国との
連携

市街地中心 高齢化率比
較的低い

浸水区域の
集落密集

綾部市自主防災組織等
のネットワーク会議の
設置

福知山市 総務部・危
機管理室

府・国との
強い連携

市街地中心 高齢化率比
較的低い

浸水区域の
集落密集

自主防災ハザードマッ
プを作成し利用

舞鶴市 危機管理・
防災課

府・国との
連携

郊外地 高齢化率比
較的高い

浸水区域の
集落散在

自主防災組織率の増加
を図る

宮津市 消防防災課 国より府と
の連携

郊外地 高齢化率比
較的高い

集落散在 自衛消防隊による自主
防災の強化

出所）筆者作成。2016 年のヒアリングと関連資料のまとめである。詳細は注 20。
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ここでの調査の対象としたのは、共通して洪水被害のある由良川水系に位置する京都府北部

の綾部市、福知山市、舞鶴市、宮津市である。地域防災力強化のために「何を」実施するかは、

それぞれの地域の特性に応じたものであることで、施策実施の効果は高くなる。4 市は、由良

川の治水事業を担当するそれぞれの組織形態と国および京都府との連携関係が若干異なる。加

えて、綾部市と福知山市の地域特性は、浸水区域に集落が密集した市街地中心があり、高齢化

率は比較的低い。一方、舞鶴市と宮津市の地域特性は、浸水区域が郊外にあり、集落も散在し

ているが、比較的に高齢化率は高い。これら地域特性に応じて 4 市は、地域防災力強化施策の

具体的な施策内容を決めることになる。綾部市が綾部市自主防災組織等ネットワーク会議を、

福知山市が自主防災ハザードマップを、舞鶴市が自主防災組織率の増加を、宮津市が自衛消防

隊による自主防災の強化を、「何を」実施するかの具体的な施策内容とするのは、それらの背

景を考慮したものである。そこからは 4 市それぞれの実施の工夫の特徴が見られる。ここでの

実施の工夫は、災害への各市の対応策の一般的な特徴であるが、そこで重視されている地域コ

ミュニティを視野に置く地域防災力強化の方策は、洪水災害住民避難施策での特徴ともなって

いる。

3．2．洪水災害と原発災害での住民避難施策の展開における地方政府の工夫の比較

先に明らかにした洪水災害での住民避難施策の特徴に加えて、原発災害での住民避難施策の

特徴を、4 市のそれぞれで比較することで、住民避難施策に関する地方政府の作動様式の混乱

の状況を見て取ることができる。すでに述べたように、災害対応では国が「どのように」実施

するかと地方政府が「何を」実施するかの作動様式が定着し、洪水災害での住民避難施策の展

開も「公助の限界」を意識した地域防災力強化へのつながりを踏まえて、国が「どのように」

実施するかと地方政府が「何を」実施するかの作動様式をとる。一方、原発災害21 での住民避

難施策の展開は、国が「何を」「どのように」実施するかの作動様式で、地方政府が今まで定

着してきた作動様式からは十分な対応ができない状況が起きている。それを示したのが表 3 で

ある。洪水災害と原発災害での住民避難施策に関する地方政府の作動様式の混乱から脱出して、

国の中央政府と地方政府の作動様式が連携できる可能性を後に検討するための前提として、地

方政府での作動様式の齟齬がどのように生じつつあるかを明らかにしておく必要がある。
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表３：中央地方関係における洪水災害と原発災害での住民避難施策の比較

洪水災害の住民避難施策 原発災害の住民避難施策
住民避難施策での地
域防災力強化の可能
性：計画や指針が何
を示すのか

行 政 機 構 の 作 動 様
式：「何を」実施す
るか、「どのように」
実施するか

住民避難施策での地
域防災力強化の可能
性：計画や指針が何
を示すのか

行 政 機 構 の 作 動 様
式：「何を」実施す
るか、「どのように」
実施するか

国 防災基本計画・大綱・
ガイドライン：
災害発生時に各主体
が迅速かつ効果的に
対応ができるように
努める

「どのように」

各主体との間で協定
を締結するなどの連
携強化

防災基本計画・大綱・
ガイドライン：
人命の安全のために
保護

「何を」・「どのよう
に」
PAZ と UPZ の圏設
定・モニタリング

京都府 地域防災計画・指針：
府民が自らの判断で
避難行動をとる原則

「どのように」から
「何を」へつなぐ
市町村から求められ
た時の助言から避難
行動の判断材料の支
援

地域防災計画・指針：
人命の安全のための
保護措置

「何を」「どのように」
の工夫を作る
PAZ と UPZ 圏設定
と OIP に よ る 保 護
措置の実施

綾部市 地域防災計画：
避難行動での判断に
必要な知識と情報提
供

「何を」で工夫
綾部市自主防災組織
等ネットワーク会議
の設置

地域防災計画：
国、府及び関西電力
㈱の協力のもと、屋
内退避及び避難誘導
のための避難計画作
成

工夫の余地が小
京都府との調整

福知山市 地域防災計画：
避難させるための方
法などを明確化

「何を」で工夫
自 主 防 災 ハ ザ ー ド
マップの作成と利用

地域防災計画：
国、府及び関西電力
㈱の協力のもと、屋
内退避及び避難誘導
のための避難計画作
成

工夫の余地が小
30km 圏外での自主
避難への対応

舞鶴市 地域防災計画：
自治会等の協力によ
る避難体制確立

「何を」で工夫
自主防災組織率の増
加の促進

地域防災計画：
国、府及び関西電力
㈱の協力のもと、屋
内退避及び避難誘導
のための避難計画作
成

工夫の余地が小
避 難 経 路 か ら PAZ
の 5㎞を修正

宮津市 地域防災計画：
避難者の構成につい
ての区別に対する配
慮

「何を」で工夫
自衛消防隊による自
主防災の強化

地域防災計画：
国、府及び関西電力
㈱の協力のもと、屋
内退避及び避難誘導
のための避難計画作
成

工夫の余地が小
地域消防団の活用

出所）内閣府（2016）『防災基本計画』、京都府（2016）『地域防災計画』、綾部市（2016）『地域防災計画』、福知山市（2016）
『地域防災計画』、舞鶴市（2016）『地域防災計画』、宮津市（2016）『地域防災計画』及び関連内部資料より筆者作成。
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住民避難施策の洪水災害と原発災害での違いは、施策目標、施策内容、施策方法から明らか

にできる。住民避難施策での地域防災力強化の施策目標は、計画や指針から読み取れる。国の

中央政府については防災基本計画・大綱・ガイドラインから、洪水災害については災害発生時

に各主体が迅速かつ効果的に対応ができるように努めることが施策目標であるのに対して、原

発災害については人命の安全のための保護が施策目標になっている。それらを受けて、「何を」

実施するかの施策内容および「どのように」実施するかの施策方法に関しては、洪水災害で各

主体との間で協定の締結などの連携強化を中心に「どのように」に注目する作動様式が見られ

るのに対して、原発災害では PAZ と UPZ の圏設定・モニタリングを中心に「何を」と「ど

のように」の両者に注目する作動様式が国の行政機構に見られる。具体的には、原子力災害住

民避難政策の経過を見ると、原子力災害対策特別措置法（平成 11 年成立、【平成 23 年東日本

大震災】、平成 24 年改正）により、平成 24 年 9 月を以って原子力安全委員会は廃止され、原

子力規制員会及びその事務局である原子力規制庁が発足した。原子力規制委員会による原子

力災害対策指針（平成 24 年 10 月、25 年、27 年、28 年改正）のポイントは、原子力災害対策

重点区域の設定（PAZ: Precautionary Action Zone　5 キロめやす、UPZ: Urgent Protective 

Action Planning Zone　30 キロめやす）である22。予防的防護措置を準備する区域（PAZ）で

は、緊急事態判断基準（EAL）に基づき、放射性物質放出前における即時避難等を、予防的

に準備する。緊急防護措置を準備する区域（UPZ）では、防護措置実施の判断基準（OIL）や

緊急事態判断基準（EAL）に基づき、避難、室内退避、安定ヨウ素剤の予防的服用等を準備

する23。加えて、緊急時モニタリング実施体制を導入、安定ヨウ素剤の事前配布・服用の明確

化が示されている。これは原子力災害特有の対策である24。

これらの国の主導的な政策展開に加えて、原子力災害対策指針における目的の一つに「住民

の視点に立った防災計画を策定すること」がある。それを受けて、京都府地域防災計画の原子

力災害対策編（京都府防災会議　平成 28 年 6 月）第 8 章避難収容活動体制の整備では、避難

計画を PAZ と UPZ に基づき策定している25。それは、災害住民避難施策において市町村から

求められた時の助言として、避難行動の判断材料の支援による「どのように」から「何を」へ

つなぐ作動様式ではなく、国主導の下で PAZ と UPZ 圏の設定および OIP による保護措置の

実施を進め、中間自治体が「何を」と「どのように」を直接に行うものとなっている。そのよ

うな状況の下で、表 3 が示すように、洪水災害についての先の表 2 の作動様式と比較して、綾

部市、福知山市、舞鶴市、宮津市の基礎自治体の「何を」実施するかの作動様式は工夫の余地

が少ない。しかし、工夫の余地があまりない状況でも、綾部市は京都府との調整に、福知山市

では 30km 圏外での自主避難への対応に、舞鶴市では避難経路を考慮して PAZ の 5㎞の修正

に26、宮津市では地域消防団の活用に、それぞれの地域特性に沿って、戸惑いながらも防災対

応への第一義的な責務を果たそうとの意欲が見える。しかしながら、今まで定着していたもの

とは異なる地方政府の作動様式が、原発災害での住民避難施策の実施において各市に求められ

ていることから、地方政府の作動様式に混乱が生じている。福井県の高浜原発と大飯原発から

の住民避難の対象人口についてだけ見ても、表 4 が示すように、4 市の状況は異なっており、
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国による原子力災害対策重点区域設定と保護措置の導入を 4 市が同様にそれぞれの地域防災計

画に受け入れても、そこには地域特性に応じた避難実施の工夫が必要なことがわかる。

表４：原発災害住民避難における 4市の対象人口比較

高浜原発から 大飯原発から

PAZ 圏内の人口 UPZ 圏内の人口 UPZ 圏内の人口

綾部市 9,041 1,877

福知山市 525

舞鶴市 641 86,326 83,652

宮津市 19,654
出所）関西広域連合広域防災局（2015）『原子力災害に係る広域避難ガイドライン』より筆者作成。

4．原発災害での地方政府の作動様式の混乱への活路としての「自主避難の
呼びかけ」

ここでは、洪水災害への対応において、地方政府のやり方が定着しているところに、原発災

害への対応策として異なるやり方が必要になり、災害住民避難施策における地方政府の作動様

式に戸惑いと混乱が生じているなかで、その打開策として「自主避難の呼びかけ」が注目でき

ることを指摘する。中央防災会議の災害時の避難に関する専門調査会は、平成 23 年第 4 回会

合での資料「災害時の避難に関する検討課題　避難の考え方の明確化」において、表 5 のよう

な「自主避難の呼びかけ」を含む避難の 4 類型を提示し、行政が「自主避難の呼びかけ」をど

のように位置づけるかを明確にする必要を示す。そこには、地方政府、特に基礎自治体である

市町村が、発災時の災害対応の第一義的責務を果たすことを求める日本の災害対策の基本原則

のもとで、原発災害住民避難施策においても地域の特性に沿った独自の施策の展開の可能性を

感じとれる。原発災害住民避難において「何を」「どのように」実施するかが中央政府主導で

展開されても、地方政府が「自主避難の呼びかけ」において「何を」を工夫する主体的な取組

が、地方政府の災害対応の第一義的責務の原則での原発災害の施策実施がもたらす戸惑いを緩

和できる可能性がある。つまり、「自主避難の呼びかけ」での地方政府の工夫は、洪水災害と

原発災害での住民避難施策の実施における地方政府の作動様式に齟齬を生じることなく、作動

様式の混乱の回避の糸口となる可能性を示唆できる。
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表５：中央防災会議の災害時の避難に関する専門調査会が示す避難の 4類型

類型 内容 根拠条文等
避難指示 被害の危険が目前に切迫している場合等に発せ

られ、「勧告」よりも拘束力が強く、居住者等を
避難のため立ち退かせるための行為

災害対策基本法
第 3 節　事前措置及び避難
第 60 条≪罰則なし≫

避難勧告 その地域の居住者等を拘束するものではないが、
居住者等がその「勧告」を尊重することを期待し
て、避難のための立退きを勧めまたは促す行為

避難準備情報
（要援護者避難情報）

・要援護者等、特に避難行為に時間を要する者は、
計画された避難場所への避難行動を開始（避難支
援者は支援行動を開始）
・上記以外の者は、家族等との連絡、非常用持ち
出し品の用意等、避難準備を開始

避難勧告等の判断・伝達マ
ニュアル作成ガイドライン

（平成 17 年 3 月）

自主避難の呼びかけ 各市町村において独自に行っているもの 地域防災計画等
出所）中央防災会議の災害時の避難に関する専門調査会では、平成 23 年第 4 回会合での資料「災害時の避難に関する

検 討 課 題　 避 難 の 考 え 方 の 明 確 化 」 が 示 さ れ た。 内 閣 府 の http://www.bousai.go.jp/kaigirep/chousakai/
saigaijihinan/4/pdf/shiryou_2.pdf（アクセス :2016 年 10 月 1 日）より筆者修正。

発災時の災害対応の第一義的責務は、基礎自治体である市町村にあることは、災害対策基本

法の第四条と第五条に記されている。災害対策基本法第五条によれば、「市町村は、基本理念

にのっとり、基礎的な地方公共団体として、当該市町村の地域並びに当該市町村の住民の生

命、身体及び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当

該市町村の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施する責務を有

する。」こととされている。また、都道府県は、同じく災害対策基本法第四条において、「都道

府県は、基本理念にのっとり、当該都道府県の地域並びに当該都道府県の住民の生命、身体及

び財産を災害から保護するため、関係機関及び他の地方公共団体の協力を得て、当該都道府県

の地域に係る防災に関する計画を作成し、及び法令に基づきこれを実施するとともに、その区

域内の市町村及び指定地方公共機関が処理する防災に関する事務又は業務の実施を助け、かつ、

その総合調整を行う責務を有する。」こととされる。区域内の業務の実施の総合調整に当たる

ことから、災害の対象範囲の広い洪水や原発のような災害においては、それへの対応における

結節点として大きな役割を担う。それらに基づき災害時の避難に関する専門調査会報告では、

特に住民避難に関しては市町村長に多くの権限を付与する方向へと、大規模な災害を契機に避

難に関する公助から自助、共助に向かって考え方が変化している。そこでは、「自主避難の呼

びかけ」での地方政府の工夫が期待されるだろう27。

東日本大震災後、中央防災会議における災害時の避難に関する専門調査会の平成 23 年第 4

回会合で、災害対策基本法上の「避難」の考え方について避難準備情報と自主避難の位置付け

が議論された。そこで提示された避難準備情報と自主避難の議論は二つある。一つは、避難住

民情報や住民避難の呼びかけを法律などで位置付けるべきかで、いま一つは、自主避難の呼び

かけについて行政はどのように位置づけるべきかである。そこから 地域コミュニティを基盤
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とする地域防災力の強化が自主避難に期待でき、それぞれの地方政府での独自の工夫の可能性

も高く、中央が「どのように」するかを示す中で、地方が「何を」するかの作動様式を示せる。

そのような地域の状況に応じた作動様式が、具体的な災害対応策に役立ち、災害対応の第一義

的責務が基礎自治体である市町村にあるとする日本の防災政策の趣旨に合致する。本稿の検討

課題は、一方では個別に工夫する施策を展開し、他方では工夫のない共通する施策を展開する

という異なる実施が、住民避難の災害対応という一つの施策展開での作動様式として、どのよ

うに連携させて地域防災力強化の目標に向かえるかである。洪水災害での住民避難について、

綾部市、福知山市、舞鶴市、宮津市のそれぞれが、地域に応じた「何を」の工夫を試みている

のに対して、原発災害における住民避難施策については工夫の余地が少ない現状にあることを

すでに示した。そこでの対応として、「自主避難の呼びかけ」での地方政府の自主的な工夫を

進めることで、洪水災害と原発災害での住民避難で異なる作動様式を結びつけて、地方政府が

戸惑いなく施策展開できる可能性を見いだせるとするのが本研究の結論である。

中央防災会議の専門委員会は、住民避難に関する「自主避難の呼びかけ」は市町村長の権限

と捉えているが、その行政での位置づけが明確でないことも指摘している。中央政府からは地

域防災計画を根拠として行うようにとの「どのように」するかの指針は示されているが、自助・

共助の地域防災力強化の課題の一つとして自主避難について「何を」するかは基礎自治体に任

されている。内閣府は、風水害対策の活動事例を参考に示す28。そこには、「自主避難の共同

体制の整備」、「自助・共助による事前避難誘導・支援の整備」、「自治会独自の避難勧告基準の

作成」など、様々な工夫がありうる。災害対応の住民避難について、一方で、自主避難をも視

野に置く地域防災力強化の推進が、「公助の限界」の認識に立って意図されるが、他方、福島

原発事故から急速に整備が進められる原発災害の住民避難政策においては、国が「何を」「ど

のように」するかを定める下での地方政府の作動様式が見られる。もちろん、原子力災害の特

殊性は考慮されるべきではあるが、それでも「公助の限界」を意識した地方の工夫の余地を議

論する必要があるだろう。そのためには、「自主避難の呼びかけ」などについて基礎自治体が

地域特性に応じた独自の住民災害避難施策を原発災害において実施できるような、避難政策の

理念の明確化と法規の整備を図り、基礎自治体での戸惑いと作動様式の混乱を避けることが考

えられる。それがひるがえって、中央主導の原発災害住民避難の効果的な展開にも役立つだろ

う。災害対応の第一次的責務が基礎自治体にあるとする日本の災害対応の原則のもとでの地方

政府の作動様式の混乱は避けなければならない。そのためには、ここで取り上げている「自主

避難の呼びかけ」は、各市町村において独自に行うもので、その根拠はそれぞれの地方政府の

地域防災計画に求められる。中央の指針、大綱、ガイドライン等での「どのように」するかに

おいて、「自主避難の呼びかけ」を原発災害の住民避難施策を地方政府の役割として地域防災

計画に明確に位置づけることが考えられる。そこでは、地方政府が「何を」実施するかを工夫

できることを明示して、原発災害住民避難政策がもたらす地方政府の作動様式での戸惑いを除

くことが必要だろう。そのために、「住民避難の呼びかけ」を地方政府の権限として法律や法

規の修正などで位置付けるのも、一つの方法であるかもしれない。
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5．おわりに

中央政府による新たな政策展開により、既に定着している作動様式に齟齬をきたすような行

動の仕方が地方政府に求められて、行政の政策実施に混乱が生じると、効果的な政策実施を阻

害する可能性がある。本研究では、現在進行中の原発災害住民避難政策での政府の指針が地方

政府の災害住民避難施策における作動様式に混乱をもたらす危険があることを指摘し、それを

この研究で得られた知見として示した。そこでは、積極的な実施の工夫が見られなくなり、地

方政府の施策実施の機能は低下する。原発災害住民避難施策のように中央政府の主導的役割が

期待される政策においては、ともすれば地方政府の追随的な作動様式を助長し、ひいては既存

の洪水災害住民避難施策までにも追随的な作動様式への変化をもたらすかもしれない。それは、

災害対応策において、地方政府の第一義的責務の脆弱化につながるだろう。それを回避するには、

住民に身近な地方政府が地域の特性に合った施策の実施を工夫できるための二つの方向が可能

であると考えた。一つは、地方の役割の位置づけを明示することで、地方政府の工夫の余地を

拡大する方向である。地方政府が地方の状況に応じた独自施策の展開が可能な「自主避難の呼

びかけ」の避難類型を地方政府の役割として明示するような、中央政府のガイドラインと地方

政府での防災計画などでの位置付けが必要であることを示唆したのも本研究の成果である。

さらにいま一つの作動様式の混乱がもたらす危険の回避の可能性もあるかもしれない。それ

は、地方政府の主体的な工夫をさらに尊重することで、洪水災害住民避難施策などで定着して

いる地方政府の自律的な作動様式と同様に、原発災害住民避難施策においても中央政府の側で

の実施内容の指示から実施方法の明示への作動様式の転換により、地方政府の工夫の余地のあ

る作動様式にすることである。災害対応策において、中央政府が「どのように」実施するかを

示し、具体的に「何を」実施するかを地方政府が決める日本の作動様式の特徴は、災害対策基

本法が明記している地方政府の第一義的責務に沿うにとどまらず、地方の個別の実情に合う施

策の工夫を支えている。その日本の効果的な施策実施が原発災害住民避難施策においても継続

するように、中央政府が「何を」と「どのように」を決めるのを避けるのも一つの方法だろう。

公共政策の実施は、その目的、内容、方法から明らかにできる。実施目的は、解決すべき問題

を示すことであり、実施内容は、問題解決のために「何を」実施するかを示すことであり、実

施方法は、問題解決のために「どのように」実施するかである。確かに原発災害は施策実施の

目的、内容、方法での中央政府の主導的な役割が期待される政策ではあるが、その被害地域が

限定的な側面もある。該当地域においては、中央地方関係での作動様式の混乱をきたさないこ

とが効果的な政策実施を阻害しないために重要なことをより重視するなら、原発災害住民避難

政策での中央政府の作動様式が「何を」「どのように」実施するかの独占による効率化よりも、

中央政府が実施目的を明確にして、「何を」実施するかの実施内容の工夫を地方政府に任せる

ような、「どのように」実施するかの実施方法を国が工夫する方向も考えられないわけではな

いだろう。
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